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Ａ．研究目的 

 HIV感染者が治療を始めるにあたり、費用負担を
減らすため、日本では身体障害者手帳申請を行う
ことが多い。この身体障害者手帳申請はHIV診断後
に4週間以上間隔のあいた検査値が2つ以上必要で
ある。検査結果の不備のため、海外で診断後すぐに
治療を開始したPLWH（People living with HIV）
は障害者手帳を申請できない例がある。 
障害者手帳制度を用いずにHIV治療を行ってい

るPLWHの実態把握のため、本年度は名古屋医療セ
ンター専門外来初診時、すでに治療導入済みだが
障害者認定を受けていなかった症例について調査
を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
2015年～2019年に名古屋医療センターに初診時

治療導入済みで受診した患者134人を対象に、患者
背景として下記項目をカルテより収集した。 
初診日・性別・当院初診時年齢・国籍・抗HIV療法
の有無・身体障害者手帳の有無・自立支援医療利用
の有無・身体障害者手帳非申請理由・海外HIV診断
の有無・薬剤調査津方法 
 
Ｃ．研究結果 

2015年～2019年に名古屋医療センターに初診時
治療導入済みで受診した患者数は134人であった。
そのうち、身体障害者手帳を取得していたのは108
人(80.5%)、障害者手帳を取得していなかったのは
26人（19.4%）であった。手帳を取得していなかっ

た26人のうち、海外でのＨＩＶ診断があったのは
16人（61.5%）、海外診断なしが9人(34.6%)、不明
が1人（3.8%）であった。 
海外診断があった16人のうち9人はその後デー

タを診断地より取り寄せる等で7人が身体障害者4
級を取得、2人が3級を取得していた。4人は海外よ
り抗HIV薬の輸送を受けていた。2人は限度額認定
を受け、治療を行っていた。限度額認定は2人とも
「区分エ」であった。残る1人は帰国していた。 
海外診断がなかった9人のうち7人は刑務所また

は拘置所にて収監・拘留されているため身体障害
者を取得していなかった。残る2人は本人希望で身
体障害者手帳を取得していなかった。（図1） 
前年度の研究結果では初診時未治療患者におけ

る、身体障害者手帳4級取得できない人数は8人で
あった。以上より、現行の制度で身体障害者手帳を
取得できず影響を受けている患者割合は、2016年
～2019年当院初診患者568人のうち、14人（2.5%）
（4級不可：8人、海外よりART移送：4人、限度額認
定利用：2人）であることが判明した。（図2） 
 

Ｄ．考察 
 海外では「診断即治療」が行われていることが多
く、2ポイントのCD4やウイルス量の検査結果が揃
わないことが多い。また、たとえ検査結果が揃って
いたとしても、2ポイント目の採血が治療後のため、
ウイルス量がすでに検出感度未満を達成し、身体
障害者手帳の要件の１つである「ヒト免疫不全ウ
イルス-RNA量について5,000コピー/ml以上の状態
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が４週以上の間隔をおいた検査において連続して
２回以上続く」点が該当しないことが多い。 
 本研究では、身体障害者手帳を取得できず影響
を受けている患者の割合は全初診患者の2.5%であ
ることが明らかになった。今後本研究で得られた
知見をもとに、「診断即治療」を行った場合のシミ
ュレーション、費用対効果研究が促進されること
が期待される。 
 

Ｅ．結論 
 現行の制度で身体障害者手帳を取得できず影響
を受けている患者割合は、2016年～2019年当院初
診患者568人のうち、14人（2.5%）（4級不可：8人、
海外よりART移送：4人、限度額認定利用：2人）で
あった。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 

   なし 
 2. 実用新案登録 

   なし 
 3.その他 

   なし 
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図１ 初診時既治療かつ身体障害者手帳なしの PLWHについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 現行の制度で身体障害者手帳を取得できず影響を受けている PLWH 
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